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1. はじめに 

 砂本１⁾が示したように，1930年代は鉄道省主導で国

際観光政策が実施された．出村２⁾は恵那郡大井町では，

町と国，県が異なる目的を持ちながら事業を共有し，

都市計画法による決定を待たずに基盤整備と遊覧事業

を実現したことを示した．同時代の地方都市では，こ

のような立場間の連携を積極的に形成しながら経営的

目的を果たしていった場面が比較的多くみられる． 

岐阜県養老公園でも，様々な主体により観光事業が

推進された．特に工業都市大垣の郊外開発としての側

面も見え隠れし，大垣による構想に着目すれば，典型

的な地方工業都市郊外の観光地開発の事例を把握する

ことができる．本研究は近代大垣の観光事業に焦点を

当て，それぞれの産業振興を背景にもった開発を目論

む各主体の思惑が交錯する中で，大垣がとった経営的

戦略を明らかにすることを目的とする． 

 主な資料として，『大垣市史』３⁾，『養老町史』４⁾，大

垣商業会議所が大正 2 年から昭和 18 年まで発行した

月間会報誌『大垣商工時報』５⁾⁾（以下，『商工時報』），

養老公園の観光案内本，当時の新聞史料等を用いる． 

 

2. 明治・大正期の養老公園 

1）養老公園の開設と明治期の公園の管理・運営 

 1879（明治 12）年に大蔵卿松方正義が養老へ訪れた

際，公園開設を要望した．岐阜県令により地元多芸郡

から公園開設発起人が任命され，彼らの費用負担によ

り，公園予定地を測量し計画書を内務省へ提出し，公

園予定地 75町 8反 5畝 27歩（約 75.2ha）の一部の民

有地の買収に取り掛かった．公園開設の資金は，発起

人を含めた郡内の 75名からの寄付金で賄われ，養老公

園は 1890（明治 13）年に地盤国有公園として開園した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

開園後の公園の維持管理は，偕楽社として組織化し

た約 100 名の社員の寄付金を財源に行われた．偕楽社

は明治 30年頃まで同公園の運営を担ったが，社員減少

により経営困難になり，郡へ移管し偕楽社は解散した． 

 多芸郡は，1902（明治 35）年の郡制実施に伴い養老

郡と改め，郡費を財源とする外郭団体「養老公園保勝

会」を組織し，風致保護，整備を行った． 

2） 養老線開通と大正期の養老公園の観光事業 

 1911（明治 44）年 7月に大垣，桑名，四日市港をつ

なぐ構想で養老鉄道株式会社（以下，養老鉄道）が設

立され，大垣町出身の実業家である立川勇次郎が社長

に就任した．1912（大正元）年には，立川を社長とす

る揖斐川電力株式会社（以下，揖斐川電力）が設立さ

れた．養老鉄道は，1913（大正 2）年に池野養老間をつ

なぎ，1919（大正 8）年に揖斐から桑名までの全線を開

通した（図-1６⁾）．1922（大正 11）年には鉄道を電化す

る目的で，揖斐川電力は養老鉄道と合併を行っている． 

 養老鉄道の開通に伴い，養老公園は遠来の観光客を

迎え得ることとなり，養老公園保勝会は観光果樹園を

造設した．また公園の開発を促すため，郡から公園の

管理経営を委任された養老遊園株式会社が資本金 20

万円で設立された．役員には大垣の有力者も含まれて

おり，積極的に開発の計画が練られたが，養老公園は

地盤国有の公園であるため営利会社での諸事業は内務

省の公園条例等の法規に触れるとされ，計画は実現し

なかった．1923（大正 12）年の郡制廃止に伴い，養老

遊園株式会社，養老公園保勝会はいずれも解散し，養

老公園は岐阜県に移管された． 

 養老鉄道を経営する鉄道会社による観光事業も行わ

れている．池野養老間開通と同時に養老鉄道が発行し

た『養老鐡道名勝案内』７⁾では，本社は養老公園の発展

に 

 

 

 

 

 

 

 
図-1 養老鉄道の路線図と大垣，養老公園の位置関係（筆者加筆） 
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目を付け，駅から公園までの新道の開墾，「娛樂機關（散

在動物園・分類植物園・運動場・觀望臺等）」，及び温

泉・ホテルの建設のため本多静六に設計を依頼し，既

に一部準備に着手していると述べた．養老公園保勝会

の解散により後継で組織された養老保勝会は，財源に

乏しかったため，養老の発展に利害を共にする揖斐川

電力との連携をはかり，養老の顕揚宣伝を行っていた． 

養老鉄道の開通を契機に，大垣は鉄道の旅客者数を増

加させる目的で養老公園の開発に着手し始めた．加え

て養老公園の発展を望む地元養老郡と利害を共有し，

連携して観光事業を行っていた． 

 

3. 昭和期（戦前）の養老公園の開発 

1）昭和初期の岐阜県による養老公園改良計画 

 1923（大正 12）年に県営となったため，岐阜県は養

老公園を県有財産として内務部庶務課の所管におい

た．県は 1930（昭和 5）年に養老公園改良計画を立案

し，内務省衛生局技師田村剛に計画案作成を依頼し

た．この頃の養老公園の実態としては，「年とともに寂

びれ」，「遊覽客は漸減をたどる傾向」にあったようで

ある８⁾．田村による改良計画の内容は９⁾，「大體公園地

區を神聖、保健、宿泊の三地區に分け」，神聖区域は「現

在人工によって天然の風光を損し俗化しつゝある點を

自然のまゝに還元」するとしていた．加えてこの改良

事業に併せ，揖斐川電力から営業を譲渡され 1929（昭

和 4）年から養老線の経営を行っていた伊勢電鉄が，公

園付近にスキー場を開設した１０⁾． 

2） 観光協会の設立 

 1934（昭和 9）年に岐阜県が主体となって，観光地を

持つ市町，鉄道会社，宿泊施設，岐阜・大垣商工会議

所等が役員の岐阜県観光協会が設立した（1934年 10月

『商工時報』）．前年に「岐阜縣觀光協會設置提唱」を

していたことに加え（1933年 6月『商工時報』），役員

に最も多く大垣の人物が参与しており，大垣がこの観

光協会設立に積極的であったことが伺える．翌年に大

垣と地元自治体，それらの組織で構成された「養老公

園並ニ大垣市ノ開發、宣傳、紹介」を目的とする養老

観光協会が設立された（1935年 8月『商工時報』）．会

長は大垣市長，副会長は大垣商工会議所副会頭が務め

ており，大垣の主導で設立された．大垣市では各主体

が連携して観光事業を行う機運が高まっており，養老

公園開発に対しては地元と連携しながらも，大垣が主

導権を握って観光事業を推進し始めていた． 

4. 戦後の養老公園を巡る各主体の開発構想 

1）岐阜県による開発計画 

 第二次世界大戦終結を迎え，長年の懸案事項であっ

た公園地域の大部分が国有地であり自由に民間投資や

開発が行えない問題を，武藤嘉門岐阜県知事が永代借

地権を手に入れて解決したため，1951（昭和 26）年に

岐阜県は養老公園の開発に着手した１１⁾．武藤知事は近

畿日本鉄道（養老鉄道経営主体），名古屋陸運局に協力

を求め，北村徳太郎（東京農大教授）に開発の図案作

成を委嘱したが，資金難により着工には至らなかった． 

2）大垣と地元養老郡の対立 

 1947（昭和 22）年，養老公園を自ら開発するべく払

下を受ける運動を起こした大垣と，大垣の独占的な公

園の争奪に反発する地元養老郡の間で．対立が生じて

いた１２⁾．その後 1954（昭和 29）年には大垣が養老公

園を有する養老村との飛地合併に乗出し，武藤知事も

賛同，公園の管理を大垣市に移管する意向をもらし，

大垣市が開発計画立案に着手，と報じられた１３⁾．しか

し養老町の建設に乗出していた地元は猛反対し，合併

は実現しなかった．一大観光地としての養老公園開発

を目論む岐阜県との利害の一致により，地元を蔑ろに

した大垣の独占的な開発が推進された．大垣がここま

で公園開発を強く推進した意図を把握する必要がある． 

 

5. まとめと今後の展望 

 養老鉄道の開通を契機として，大垣は養老公園の開

発に着手し，地元養老郡と連携して観光事業を行った．

しかし昭和初期には公園開発の主導権を握るようにな

り，戦後は地元を蔑ろにした独占的な開発の姿勢をと

った．今後は時代ごとの大垣の養老公園開発の意義に

迫り，大垣の経営的戦略をより詳細に明らかにする． 
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